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PTA加入はオプトイン以外では成立しない
— 加入に必要なのは「拒否しなかった事実」ではなく、本人による加入の申込みである —

2026年7月10日　｜　発行：PTA適正化推進委員会

本資料の要旨

PTAへの加入は、学校への入学に伴って自動的に発生するものではありません。入学・在籍によって生じ
るのは学校と児童生徒との学校教育上の関係だけであり、学校とは別組織であるPTAとの会員関係は、
本人の加入申込みとPTAの承諾があって初めて成立します。個人情報保護委員会（PPC）も「PTAは学校
とは別組織です」と明確に整理しています。

ここでいう「オプトイン」とは、紙の申込書に限りません。本人がPTAという団体・規約・会費などの
条件を認識したうえで、加入する意思を積極的に外部へ表示することを指します。問題の核心は「紙の
申込書があるか」ではなく、加入申込みと評価できる積極的な意思表示が存在し、それを客観的に確認
できるかです。「非加入届を出さなかった」「教頭に連絡しなかった」「会費が引き落とされた」だけ
では、この要件を満たしません。

▸ 出典　個人情報保護委員会「公立学校とPTAの間で個人情報のやり取りをするためのポイント」 https://www.ppc.go.jp/files/
pdf/202603_school_pta_pd_point.pdf

1 PTA加入には「申込み」と「承諾」が必要

民法521条1項　何人も、法令に特別の定めがある場合を除き、契約をするかどうかを自由に決定することがで
きる。（2項：契約内容も当事者が自由に決定できる）

民法522条1項　契約は、契約の内容を示してその締結を申し入れる意思表示に対して相手方が承諾をしたとき
に成立する。

▸ 出典　e-Gov法令検索「民法」 https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=129AC0000000089

PTA加入に当てはめると、①保護者又は教職員が加入を申し込み、②PTAがそれを承諾する——この二つの意
思表示が必要です。

Step 1　理解
本人が、PTAの規約・会費・活動

内容・個人情報の利用目的を事前

に認識する

→ Step 2　外部表示
加入する意思を外部に客観的に示

す＝申込み。「沈黙」はここに含

まれない

→ Step 3　承諾
PTAが申込みを受け入れる。ここ

で初めて加入契約(会員関係)が成

立する

図1　オプトイン(加入契約)成立までの3ステップ
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重要なのは、民法522条が求めるのは「契約締結を申し入れる意思表示」だという点です。「加入しないと言
わなかった」「期限までに非加入届を出さなかった」「教頭に連絡しなかった」という消極的事実は、加入を
申し入れる意思表示ではありません。

申込みが存在しない以上、PTAが規約で一方的に「会員とみなす」と定めても、契約の成立過程を規約だけで
補うことはできません。PTA規約は、原則としてすでに会員となった者と団体との内部関係を定めるものであ
り、加入意思を示していない第三者を規約だけで団体に組み入れる権限をPTAに与えるものではないからで
す。

2 学校への入学はPTA加入の申込みではない

次の事実は、いずれも学校関係の手続、情報の受領、金銭の支払い、又は個別活動への参加にすぎません。

子どもが学校へ入学したこと／学校へ保護者氏名・連絡先を届け出たこと

学校徴収金の口座振替を申し込んだこと

PTAの案内文書や総会資料を受け取ったこと／学校連絡アプリへ登録したこと

非加入届を提出しなかったこと／教頭へ非加入の連絡をしなかったこと

PTA会費が学校徴収金と一緒に引き落とされたこと

PTA行事へ一度参加したこと

図2　「事実上の加入」という錯覚 — 学校関係の手続は、加入の申込みではない

これらの事実から、「当該PTAの規約に従い、その構成員として加入する」という意思表示を読み取ることは
できません。学校への在籍情報は学校教育のために行政機関等が取得・保有する情報であり、PTA加入は別組
織との間に新たな加入関係を発生させる行為です。両者を同一視する法的根拠はありません。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

子どもが学校に入学した 口座振替を申し込んだ 総会資料を受け取った

連絡アプリに登録した 非加入届を出さなかった 会費が引き落とされた

これらは「加入の意思表示」ではない

PTA適正化推進委員会　—　2 / 12



公立学校 PTA

関係性 児童生徒との学校教育上の関係 規約に基づく別組織との会員関係

発生要件 入学により自動的に発生 加入手続(申込み＋承諾)により発生

適用ルール 公法(学校教育関係法令) 民法521条・522条に基づく私法上の契約

学校とPTAは異なる法空間にある。学校への在籍は、PTAとの会員関係を発生させない。

図3　前提 : 学校とPTAは、全く異なる法空間に存在する

3 沈黙を加入申込みに転換することはできない

「加入しない場合だけ連絡してください」という方式は、本人の沈黙を加入意思に読み替える仕組みです。し
かし、連絡がなかった理由には少なくとも次の可能性があります。

文書を読んでいない／受け取っていない

加入手続だと理解していない／学校の必須手続だと誤認している

PTAは自動加入だと思い込んでいる

非加入を学校管理職へ申告することに心理的抵抗がある

判断を保留している／単に連絡を忘れている

図4　沈黙のブラックボックス — 「連絡がなかった」ことから加入意思を一義的に認定することは不可能

これだけ多様な可能性がある以上、沈黙から加入意思を一義的に認定することはできません。連絡しなかった
という事実は「加入する」と申し入れた事実ではないのです。

したがって、「期限までに非加入の連絡がなかった者を会員とする」という規約や運用を設けても、加入申込
みが存在しない者との間に会員関係は発生しません。これは運営上の好ましさの問題ではなく、契約成立に必
要な申込みが存在するかという民法上の成立要件の問題です。

• 

• 

• 

• 

• 

連絡なし
(沈黙)

ブラック
ボックス

文書を読んでいない／受け取っていない

加入手続だと理解していない

自動加入だと思い込んでいる

学校の必須手続だと誤認している

非加入を伝えることへの心理的抵抗

単に連絡を忘れている
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4 PPCは行政機関によるオプトアウト型の個人情報提供を認めていない

個人情報保護委員会の「個人情報の保護に関する法律についてのQ&A（行政機関等編）」Q3－3－10は、地方
公共団体の機関が個人情報保護法69条2項1号の本人同意を「オプトアウトに準じる方法」で取得したと扱える
か、という問いを明確に否定しています。民間部門のオプトアウト型第三者提供規定を行政機関等に準用する
ことは「許容されません」、行政機関等が独自にオプトアウト型第三者提供の規定を設けることも「許容され
ません」と回答しています。

▸ 出典　個人情報保護委員会 Q&A（行政機関等編）Q3－3－10 https://www.ppc.go.jp/all_faq_index/faq7-q3-3-10

このFAQが直接扱うのはPTA加入契約ではなく、行政機関等が保有する個人情報の第三者提供です。しかし少
なくとも次の点は明白です。学校が「拒否しなかった者は同意したものとする」という仕組みで保護者情報を
PTAへ提供することは、法69条2項1号の本人同意として扱えません。

したがって、「非加入者だけ教頭へ連絡させる  →  連絡のなかった保護者を加入者と推定する  →  その情報を
PTAへ渡す → 推定された加入者から会費を徴収する」という一連の運用について、オプトアウトをオプトイン
に読み替えることはできません。

5 オプトアウトで判明するのは「拒否者」だけ

保護者が100人いて5人が非加入の連絡をした場合、確認できるのは「5人が加入しない意思を示した」という
事実だけです。「残り95人は会員である」という結論は導けません。95人には次の人が混在しています。

加入したい人

加入したくないが連絡していない人

判断していない人／制度を理解していない人

文書を受け取っていない人／学校の義務的手続だと誤認した人

• 

• 

• 

• 
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[ 全保護者 100人 ] − [ 非加入の連絡 5人 ] ≠ [ PTA会員 95人 ]

図5　オプトアウトの計算ミス — 確認できたのは「拒否した5人」だけ。残る95人の意思は不明のまま

この95人を一括して会員とするには「沈黙した者は加入を申し込んだものとする」という法的な擬制が必要で
すが、PTA加入についてそのような擬制を認める法令はありません。規約でその擬制を創設することもできま
せん。規約の効力を受ける前提となる加入自体が、まだ成立していないからです。

ポイント　オプトアウト方式は加入者を確認する方式ではなく、拒否者を記録する方式にすぎず、加入
申込者を確定する法的機能を持ちません。

6 PTAは全保護者のマスターデータを当然には保有できない

PTAは学校とは別組織です。PPCの資料も、PTAが別組織であることを前提に、PTAが独自に個人情報を取得す
る場合を示し、PTAが会員の氏名・連絡先等をまとめて名簿を管理する場合には個人情報取扱事業者に該当す
ると説明しています。

▸ 出典　個人情報保護委員会「公立学校とPTAの間で個人情報のやり取りをするためのポイント」 https://www.ppc.go.jp/files/
pdf/202603_school_pta_pd_point.pdf

PTAが適法に保有できるのは、原則として加入申込みなどの適法な手続を通じて本人から取得した情報です。
全児童の氏名・学年学級、全保護者の氏名・住所・電話番号・メールアドレス、兄弟姉妹関係、転出入情報、
学校徴収金の口座情報などを、PTAが当然に保有できる立場にはありません。

拒否の連絡をした5人 意思不明の95人
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図6　マスターデータの壁 — PTAには「引き算」の母集団がない

ここに構造的な問題があります。オプトアウト方式で加入者を算出するには「全保護者」という母集団が必要
ですが、PTAにはその母集団となる学校名簿を取得する権限がありません。非加入者情報だけを渡されても、
全保護者名簿がなければ誰を差し引くのか分かりません。結局、オプトアウト方式を実行するには、次のいず
れかが必要になります。

学校が全保護者名簿をPTAへ提供する → 学校からPTAへの保有個人情報の提供が発生

学校が名簿と非加入者情報を照合して会員を確定する、又は会費徴収対象者を選別する → 学校が保有個人
情報を使ってPTA内部の会員判定・名簿作成・徴収対象選別を行うことになる

つまりオプトアウト方式はPTA単独では完結せず、学校が保有する全員分のマスターデータを利用しなければ
構造上成立しない方式なのです。

図7　差分処理を誰が行っても、学校保有情報への依存と法的問題が生じる

7 学校がPTA会員管理のために個人情報を利用できるとは限らない

個人情報保護法61条　行政機関等は、法令の定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り個人情
報を保有でき（1項）、利用目的をできる限り特定し、その達成に必要な範囲を超えて保有してはならない（2
項）。

▸ 出典　e-Gov法令検索「個人情報の保護に関する法律」 https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=415AC0000000057

PPCの資料も、公立学校は学校業務の根拠法令を確認し、法令の定める所掌事務・業務の範囲内で、本人に利
用範囲が分かるよう具体的・個別的に利用目的を特定する必要があると説明しています。

学校のマスターデータ PTAの保有データ

学校名簿

100%

全児童・全保護者の情報を
学校業務のために保有する

[ 空のPTAデータ ] − [ 非加入者 ]

＝ エラー
差し引く母集団が存在しない

?
初期データはゼロ。本人が提供した

情報しか取得する権限がない

• 

• 

差分計算(引き算)を
誰が行うか？

学校が全保護者名簿を
PTAへ提供する

学校(教頭等)が照合し、
会員・会費徴収対象を選別する

目的外の利用・提供の問題
(個人情報保護法69条)

所掌事務の範囲の問題
(個人情報保護法61条)
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したがって、学校が教育活動・緊急連絡・児童生徒管理・学校徴収金のために取得した情報を使って、非加入
者を記録し、全保護者名簿から除外し、残った者をPTA会員として確定し、会員名簿を作成し、会費徴収対象
者を設定するのであれば、その処理が法令の定める学校の所掌事務・業務に含まれることを示さなければなり
ません。

「PTAから依頼された」「PTA会長から委任された」「従来から教頭や事務職員が行ってきた」という事情
は、その事務を法61条の「法令の定める所掌事務又は業務」に変える根拠にはなりません。慣例・依頼・便
宜・効率性は、法令上の根拠ではないからです。

8 目的外提供は原則禁止 — 69条2項は恒常的な会員管理の根拠にならない

個人情報保護法69条1項　行政機関等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情
報を自ら利用し、又は提供してはならない。

PPCの資料も「利用目的以外の目的では、原則として保有個人情報の提供はできません」と明記し、本人同意
による提供（2項1号）や特別の理由による提供（2項4号）は、いずれも「臨時的」な利用・提供が行われる場
合の規定だと説明しています。

▸ 出典　個人情報保護委員会「公立学校とPTAの間で個人情報のやり取りをするためのポイント」 https://www.ppc.go.jp/files/
pdf/202603_school_pta_pd_point.pdf

一方、毎年度全保護者から加入者を選別し、会員名簿を作成し、会費徴収対象を設定し、転出入に応じて更新
し、役員候補者を抽出する処理は、偶発的・一時的な提供ではなく、PTAを運営する限り反復継続される恒常
的な会員管理事務です。これを毎年度69条2項の例外規定で処理することは、PPCが示す「臨時的な利用・提
供」という位置付けと整合しません。

恒常的に行うなら、そもそも学校の法令上の所掌事務として法61条に基づく利用目的を設定できるのかが先に
問われます。しかし、PTA加入者の判定・会員名簿の作成・会費徴収対象者の決定は、PTA内部の組織管理・
財務管理です。これを学校の教育行政上の所掌事務と位置付けるには具体的な法令上の根拠が必要で、PTAか
らの依頼や従来の慣行では足りません。

9 PTAが独自に取得できる情報は、学校情報に依存すべきでない

PPCの資料は、法69条2項4号の「特別の理由」によりPTAへ情報提供する場合の要件として、提供の高い公益
性、PTAが独自に情報を取得することが著しく困難であること、緊急性、提供を受けなければPTA活動が困難
であることなどを挙げ、行政機関等の恣意的判断は許されず、社会通念上客観的に合理的な理由が必要として
います。

しかし、加入者の氏名や連絡先は、加入希望者本人から加入申込書や電子フォームで直接取得できる情報で
す。通常の加入者名簿の作成について「独自取得が著しく困難」とはいえません。直接申込みを受ければ済む
のに学校名簿を利用することは、4号の例外的提供を正当化する事情にはなりにくいのです。

PPC資料が示す法的構造からも、会員名簿は学校名簿から作るのではなく、PTAが加入希望者から直接取得し
た申込記録から作るべきことになります。
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10 「個人情報提供への同意」と「PTA加入申込み」は別の意思表示

仮に保護者が「学校からPTAへ氏名等を提供することに同意します」という書面に署名しても、それだけで
PTA加入は成立しません。両者は対象も法的効果も異なるからです。

個人情報提供への同意（法69条2項1号） PTA加入の申込み（民法522条）

内
容

利用目的外の方法で自己の保有個人情報
を利用・提供することの承諾

PTAの構成員となり、規約の適用を受け、会員としての権利
義務（会費支払を含む）に入ることの申入れ

効
果

情報の取扱いに関する適法化 会員関係の成立（承諾があれば）

「個人情報提供に同意したから会員である」という推論は成立しませんし、逆に、加入を申し込んだからと
いって学校が保有する全ての個人情報をPTAへ提供できるわけでもありません。少なくとも次の事項は分けて
確認する必要があり、非加入届の不提出や一枚の包括的同意書で代替することはできません。

PTAへ加入する意思

PTAが本人から直接取得する個人情報の利用目的

学校からPTAへ情報を提供する場合の法的根拠

PTA会費の額・支払方法への意思

写真・連絡先その他の個別利用への同意

11 会費が引き落とされた事実だけでは加入は成立しない

会費の支払いが加入意思を示す行為と評価される余地が全くないわけではありません。しかしそのためには、
本人が次の点を認識したうえで、自由な判断により積極的に支払ったことが確認できる必要があります。すな
わち、支払先が学校ではなくPTAであること、支払う金銭が学校教育上の必須費用ではなくPTA会費であるこ
と、PTAが任意加入団体で支払わない選択が可能であること、支払いによって加入することです。

一方、次のような場合には、支払いの事実だけから加入意思を認定できません。

学校徴収金にPTA会費が混在していた／拒否できると説明されていなかった

学校へ支払う必須費用だと誤認していた

口座振替依頼書に会費が目立たない形で記載されていた

加入申込みの前に自動的に引き落とされた／学校の口座登録だけで会費も引き落とされた

「非加入を申し出なければ徴収する」と説明された

こうした徴収は、加入申込みの結果としての支払いではなく、学校側・PTA側が先に加入を推定した結果とし
ての支払いである可能性があります。その支払いを後から加入意思の証拠に使うことは、推定した加入を、推
定に基づく徴収で正当化する循環論法です。

本人がPTA加入を理解したうえで自ら会費を振り込み、加入する旨を明示したような場合には、行為による加
入意思表示と評価される余地はあります。ただしそれはオプトインが不要という意味ではなく、本人の積極的
行為を加入申込みと評価するオプトインの一形態です。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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個人情報提供への同意 「情報を提供してよい」という意思表示にすぎない

会費の支払い 徴収金への混在・拒否権の説明がない場合、加入意思とは認定でき
ない

PTA加入の申込み 団体の会員となり、規約上の権利義務を受け入れる明確な意思表示

三つは法的に別個の意思表示であり、一枚の曖昧な同意書や非加入届の不提出で代替することはできな
い。

図8　「同意」「支払い」「申込み」の混同を解く

12 加入申込記録は、会員を特定する基礎資料である

民法522条は、法令に特別の定めがある場合を除き、契約の成立に書面を必須とはしていません。したがって
紙の申込書がなければ加入が無効になる、というわけではありません。

しかし、PTAが現実に会員名簿を作成し、会費を徴収し、議決権を付与し、役員選出の対象とするためには、
誰が加入を申し込んだかを特定できなければなりません。そのためには少なくとも次の事項を確認できる記録
が必要です。

申込者の氏名／加入対象となるPTA／申込日

申込み時に提示された規約、会費の額・支払条件

本人が加入意思を積極的に表示した事実／PTAが承諾した事実

記録の方法は、署名した加入申込書のほか、PTA独自の電子申込フォーム、本人確認を伴うオンライン申込
み、加入意思を明記した電子メール、電子的な申込ログなどでも構いません。口頭申込みが当然に無効になる
わけではありませんが、後日本人が加入を否定した場合、PTA側が申込みの存在・内容・規約・会費条件を証
明することは著しく困難になります。

ポイント　加入申込記録は「丁寧な運用のために望ましい書類」ではなく、PTAが誰を会員として扱う法
的根拠を客観化し、会員名簿・会費徴収・議決権・役員選出の対象を確定する基礎資料です。

認められる申込み形式(例)
・署名した加入申込書
・PTA独自の電子申込フォーム
・本人確認を伴うオンライン申込み
・加入意思を明記した電子メール 

記録から確認できるべき事項
□ 誰が・いつ・どのPTAへ申し込んだか
□ どの規約・会費条件が示されていたか
□ 積極的な加入意思の表示があるか
□ PTAが承諾した事実があるか 

図9　オプトイン＝「紙の申込書」に限らない — 重要なのは後から客観的に確認できる記録

• 

• 

• 
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13 適正な会員名簿は「学校名簿との差分」ではなく「加入申込記録」から作る

適正な会員名簿の構造は、「①PTAへ加入を申し込んだ者  ＝  ②PTAが承諾した者  ＝  ③会員名簿に登載される
者」の三者が一致することです。

[ 加入を申し込んだ者の記録 ] ＝ [ PTAが承諾した者の記録 ] ＝ [ PTA会員名簿 ]
図10　適法な名簿構造 — PTAが必要とするのは「加入した者の情報」だけであり、学校名簿には触れない

この方式であれば、PTAは非加入者を把握する必要も、全保護者名簿を取得する必要も、学校名簿と非加入者
名簿を照合する必要もなく、学校が会員・非会員を判定する必要もありません。PTAに必要なのは、加入した
本人から直接取得した情報だけです。

反対に、非加入届を必要とする制度は、最初から全保護者を会員（候補）として把握し、そこから拒否者を除
外する構造です。この構造は本人の加入申込みを出発点としておらず、学校が保有する全保護者情報を利用し
なければ会員を確定できません。

したがって非加入届方式は、単に「オプトインより不適切」なのではありません。民法上の加入申込みを欠
き、かつ学校保有情報への依存を不可避とするため、PTA加入制度としての法的基礎を欠いているのです。

積極的な申込者

PTA会員名簿 学校の
全保護者名簿
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結論　オプトインは「望ましい運用」ではなく、会員関係成立の前提で
ある

PTA加入にオプトインが必要な理由は、「PTAは任意加入だから」という理念にとどまりません。法令および
PPC資料からは、次の順序が導かれます。

PTAは学校とは別組織であり、入学・在籍によって会員関係は発生しない。（PPC資料）

加入は本人の自由（民法521条）であり、加入契約には本人の申込みとPTAの承諾が必要（民法522条）。

沈黙・非加入届の不提出・教頭への連絡の不存在は、申込みの意思表示ではない。

PPCのFAQは、行政機関がオプトアウト型の個人情報提供制度を独自に設けることを許容していない。
（Q&A行政機関等編 Q3－3－10）

PTAには全保護者のマスターデータを当然に保有する権限がなく、差分方式には学校名簿の提供か学校に
よる差分処理が不可欠になる。

学校が個人情報を保有できるのは法令の定める所掌事務の遂行に必要な場合に限られ（法61条）、PTAの
会員判定・名簿作成・徴収対象選別を学校業務とするには具体的な法令上の根拠が必要。

目的外の利用・提供は原則禁止（法69条）。例外は「臨時的」な利用・提供の規定であり、毎年度反復さ
れる会員管理の恒常的根拠にはできない。（PPC資料）

個人情報提供への同意、口座登録、会費の引落し、行事参加は、いずれも加入申込みとは別の行為であ
る。

×　引き算のパラダイム(オプトアウト)

[ 学校の全保護者データ ] − [ 非加入者 ] ＝ 法的基礎を欠く会員名簿

加入申込みが存在しない ／ 学校保有情報への依存が不可避 ／ 目的外利用のリスク

○　足し算のパラダイム(オプトイン)

[ ゼロ(白紙) ] ＋ [ 積極的な加入申込み ] ＝ 適法でクリーンな会員名簿

本人の明確な意思 ／ 学校データからの独立 ／ 法的な正当性

図11　パラダイムシフト — 制度設計の出発点を「全体」から「ゼロ」へ切り替える

オプトアウト／自動加入 完全オプトイン

契約の法的根拠 なし(沈黙は申込みの意思表示にならない) あり(民法522条に基づく申込みと承諾)

必要なデータ 学校の全保護者名簿(PTAに取得権限なし) 申込者本人が提供した情報のみ

学校側の負担・リス
ク

大きい(目的外利用・所掌事務逸脱のおそれ) なし(PTAが独立して完結)

加入意思の透明性 曖昧(未読・誤認・心理的抵抗が混在) 明確(記録として客観的に残る)

図12　比較 : なぜオプトインの一択なのか

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 

8. 
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法的に成り立つ制度の形

加入を希望する者がPTAに対して積極的に加入を申し込む。PTAはその申込みを承諾し、申込記録に基づ
いて会員名簿を作成する。申込みをしていない者は、非加入届を提出しなくても非会員である。学校は
全保護者名簿を使ってPTA会員を選別しない。PTAは学校名簿との差分ではなく、自ら取得した加入申込
記録によって会員を特定する。

オプトインは、PTAが選択できる運用方式の一つでも、推奨事項・努力目標・トラブル防止策でもありませ
ん。本人による加入申込みを成立させ、PTAが会員を客観的に特定し、学校保有情報に依存せずに会員名簿を
構成するための法的前提です。

本人による積極的な加入意思表示が確認できない限り、PTA加入は成立しません。非加入届の不提出、沈黙、
入学、学校名簿への登載、会費の自動引落しによって、加入申込みを代替することはできません。したがっ
て、非加入者だけに申告させるオプトアウト型運用によって、残る保護者をPTA会員と確定することはできな
いのです。

参考資料

個人情報保護委員会「公立学校とPTAの間で個人情報のやり取りをするためのポイント」 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/
202603_school_pta_pd_point.pdf

個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのQ&A（行政機関等編）」Q3－3－10 https://www.ppc.go.jp/
all_faq_index/faq7-q3-3-10

e-Gov法令検索「民法」（明治29年法律第89号） https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=129AC0000000089

e-Gov法令検索「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号） https://elaws.e-gov.go.jp/document?
lawid=415AC0000000057
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